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子ども・子育て新システムの詳細設計に関する要請書

国民生活の安定と福祉の向上に向けた貴職の努力に敬意を表します。

かつてない少子高齢社会をむかえ、「子ども手当」の創設など子ども・子育て施策の拡充が進められていますが、児童虐待の増加や「子どもの貧困」の社会問題化など、子どもの育成環境の悪化に伴う福祉的なニ－ズへの対応も喫緊の課題となっています。

現在、政府において、「子ども・子育て新システム」の創設に向け、作業グル－プが設置され、法案提出に向けた検討が行われていますが、「チルドレン・ファ－スト」の理念を具体化し、就労の有無だけでなく、障害の有無や性別、国籍、保護者の所得などにかかわりなく「すべての子ども」に開かれた制度であることが必要と考えます。そうした、福祉ニ－ズの増大に対応するため、子どものためのセ－フティネットとしての仕組みが整備されていることが必要であることから、次の事項を踏まえて対応されるよう要請します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１．子ども手当などの金銭給付は、国による実施を基本とし、現物給付の財源及び制度と分離して実施するとともに、現物給付の拡充を促進する制度設計とすること。
２．子どもの貧困の拡大など福祉ニ－ズの増大をふまえ、子どものためのセ－フティネットを整備し、すべての子どもに開かれた仕組みとするため、障害児支援や子どもの貧困問題への対応、ひとり親支援、社会的養護などを「子ども・子育て新システム」の基盤として位置づけ、検討すること。その際、幼保一体化施設、保育所、学童保育を両立支援策にとどめず、福祉施策としての機能を明確にした給付設計とすること。
３．障害児支援については、障がい者制度改革推進会議との調整を実施し、子ども・子育ての一般施策として、幼保一体化施設や学童保育などで対応すること。

４．幼保一体給付などの現物給付については、子どものためのセ－フティネットとしての安定的な給付を保障するため、義務的経費化など確実に子どもに配分される財源を保障すること。
５． 子どもの権利擁護や機会の保障を担保するため、実効性のある市町村関与の仕組みが必要であり、情報提供や助言にとどまらず、施設等に対する拘束力のある権限を付与すること。また、分立した制度の一元化による「新システム」のメリットを最大限に活かすため、保護者や子どもの利便性向上に向け、サ－ビス横断的なワンストップ・サ－ビスを可能とする市町村実施体制の構築に向けた制度設計を行うこと。
６．幼保一体給付を障害児や低所得者など「すべての子ども」のための仕組みとするため、以下の事項をふまえた検討を行うこと。
①　「市町村との契約方式」など確実な市町村関与が可能な仕組みを基本とすること。
②　自由価格制及び応諾義務解除により低所得者や障害児などが制度から排される可能性があるため、公定価格かつ応能負担及び実効性ある応諾義務の設定を行うこと。

③　保育労働者の確保と定着を担保するため、「運営費の使途制限」を維持すること。

④　人員配置や施設面積、調理室の設置など、質の高いサ－ビスを提供するための担保として、「最低基準」をはじめとしたナショナルミニマムの社会的規制を整備すること。また、「多様な保育」を名目とした最低基準の安易な規制緩和を行わないこと。
⑤　移行リスクを回避し、幼保一体化の円滑な実施を確保するため、保育所制度及び幼稚園制度の存続を前提に、第三の幼児教育・保育類型として検討すること。

７．「保育の連続性」の観点から、以下の事項をふまえ「放課後児童給付」を幼保一体給付と一体的に検討すること。
①　学齢期の特性に配慮しつつ、利用保障、市町村関与、最低基準の設定など制度の骨格を保育所と同様の仕組みとし、連続した保育環境を保障して、「小1の壁」を克服するとともに、歴史的経過に配慮し、現実的な経過措置及び移行支援を実施すること。
②　居場所機能を中心とした「放課後子ども教室」とは別制度として設計し、両者の特性を活かした連携システムを構築すること。
③　障害児や低所得者の制度からの実質的排除を解消するため、障害児支援を可能にする設備・職員・運営基準の設定や応能負担などの低所得者対策を実施すること。
８． 子どもに対する市町村の適切かつ確実な関与や運営費の使途制限など、あらゆる制度設計の可能性に対応できる幅広い選択肢を確保するため、医療保険制度や現行の保育制度と同様の「現物給付方式」を基本に給付設計を行うこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
